
敦賀市上下水道事業
経営検討委員会

【第１回】

敦賀市経営企画課

令和６年８月６日
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本日の目次

１．はじめに

２．水道事業の概要

３．下水道事業の概要

４．今後の課題等
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上下水道事業を取り巻く課題を踏まえ、将来にわたって安定的に
経営を継続するための施策について、幅広く意見を求め、専門的
な観点からも検討する委員会

敦賀市上下水道事業経営検討委員会について
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設置趣旨

新水道ビジョンその他の上下水道事業に係る各種計画
の改定
水道事業・下水道事業の概要、経営状況、投資財政計画、収支予測等

健全な経営を維持していくための施策
水道料金及び下水道使用料の適正化を含めた健全経営のための
具体的施策の検討

検討内容



総合的な計画

水道事業

下水道事業

具体的な施策

上下水道事業
の経営検討

計画的な更新

技術力の継承

利用者サービ
スの向上

省エネルギー

将来にわたり
健全な経営を維持

本委員会

本委員会の位置づけ
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・新水道ビジョン
・アセットマネジメント
・耐震化計画
・水安全計画
・経営戦略

・経営戦略



委員会開催時期及び内容
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開催時期 主な内容

第１回委員会 ８月６日
・諮問
・上下水道事業の事業概要、経営状況等

第２回委員会 １０月上旬
・各種事業計画の検討
（投資財政計画等）

第３回委員会 １１月上旬
・各種事業計画の検討
（投資財政計画等）

・水道料金及び下水道使用料改定の見通し
・上下水道料金（料金水準・料金体系）検討

第４回委員会 １２月下旬

第５回委員会 １月下旬

第６回委員会
R７年２月
～３月

・答申（案）の検討

市長への答申（今年度中）
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水道事業 各計画の位置づけと改定の趣旨
新水道ビジョンに関連する計画は、第8次敦賀市総合計画に掲げた目標を達成する

ための整備計画等と関連している中長期の水道事業の方向性を示した計画です。

策定から5年が経過することから、経営状況実績等の検証を行い、情勢の変化に応じ

た最新の将来予測を反映し、より質の高い計画とするために改定を行います。
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下水道事業 各計画の位置づけと改定の趣旨
経営戦略は、第8次敦賀市総合計画に掲げた目標を達成するための整備計画等と関

連している中期の投資・財政計画です。

策定から約６年が経過することから、経営状況実績の検証を行い、情勢の変化に応

じた最新の将来予測を反映し、より質の高い経営戦略とするために改定を行います。



水道事業の計画（5計画）
・新水道ビジョン
・経営戦略
・アセットマネジメント
・耐震化計画
・水安全計画

下水道事業の計画
・経営戦略

現行計画と次期計画の期間イメージ

水道事業・下水道事業各事業計画の改定について

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

【現行】水道事業の計画（R1～R10）

【次期】水道事業の計画（R6～R15）

【現行】下水道事業の計画（H30～R9）

【次期】下水道事業の計画（R6～R15）

見直し

見直し

新たに10年間の期間を設定

新たに10年間の期間を設定

策定年度
に
ずれ

ずれを
解消
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経営戦略改定の必要性について
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総務省からの通知
「「経営戦略」の改定推進について」令和4年1月25日付

総務省自治財政局公営企業三課室長通知
求められているもの

経営戦略の質を高めるための取組
（持続可能なサービスの提供に不可欠なため、特に次の事項を投資・財政計画に盛り込むもの）

① 今後の人口減少等を加味した料金収入の的確な反映

② 減価償却率や耐用年数等に基づく施設の老朽化を踏まえた将来における所要の
更新費用の的確な反映

③ 物価上昇等を反映した維持管理費、委託費、動力費等の上昇傾向等の的確な反映

④ ①②③等を反映した上で、収支改善のため収入の増加と支出の削減が必要
（料金改定、広域化、民間活用）の検討

⑤ 経営戦略は「3～5年ごとに改定すること」

⑥ 経営戦略の見直し率を令和7年度までに100%とすること



経営戦略改定のポイント（下水道）
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下水道事業における社会資本の交付要綱

①地域・規模等要件

②下水処理場における施設改築にあたっての
コンセッション方式導入検討要件

③下水処理場における施設改築にあたっての
施設統廃合検討要件

④汚泥有効利用施設新設に際しての
PPP／PFI手法導入要件

⑤公営企業会計の適用に係る要件

⑥使用料改定の必要性の検証に係る要件

⑦下水道革新的技術実証事業における
実証技術の導入検討要件

⑧PPP／PFI の導入に関する民間提案を
求め、適切な提案を採用する要件

「社会資本整備総合交付金交付要綱」 によると、下水道事業は、少
なくとも5年に1回の頻度で、下水道使用料の改定の必要性に関する
検証を行い、経費回収率の向上に向けたロードマップの策定および
国土交通省へ提出し、検証結果を公表することが必要です。
これが令和7年度以降の交付要件となります。



経営戦略改定のポイント（下水道）
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• 経営分析には複数の指標を用いるべきであり、例として経費回収率、経常収支比率、水

洗化率などが挙げられる。

• 業務指標に対し目標値を設定する際、現状値からどの程度推移しているか、現状値、中

間値、目標値の設定など、段階的な目標設定を記載すること。

経営健全化に関する定量的な業績指標及び目標年限

• 業務指標達成のため、具体的な取組をいつ実施するのかを記載すること。

• 具体的取組を記載する際、取組を「検討する」のみ記載するだけではなく、具体的な実施

時期も記載すること。

• 業績指標達成に向け、既に実施している取組がある場合は、継続して実施している旨記

載すること。

収入増加・支出削減のための具体的取組及び実施時期

• 収支構造の改善の要否等について、少なくとも5年に1度の頻度で、定期的な検証・見直

しを行う旨記載すること。

定期的な検証・見直し

社会資本整備交付金等の交付要件を満たすための経営戦略に記載すべきポイント



２．水道事業の概要
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２－１. 事業概要
２－２. 経営状況
２－３. 料金の概要



２－１．事業概要

事業の沿革

事業名 認可年月
計画

給水人口
一日最大
給水量

一人一日
最大給水量

創 設 S 36年 12月 25,400人 6,350㎥ 250L

供 給 開 始 S 39年 3月 ― ― ―

第１次拡張事業 S 45年 1月 25,400人 6,350㎥ 250L

第２次拡張事業 S 46年 3月 45,000人 15,750㎥ 350L

第３次拡張事業 S 49年 1月 45,000人 15,750㎥ 350L

第４次拡張事業 S 54年 3月 58,000人 35,000㎥ 600L

第５次拡張事業 S 62年 10月 60,000人 40,000㎥ 667L

第６次拡張事業 H  7年 7月 66,840人 56,620㎥ 847L

第７次拡張事業 H 12年 3月 69,000人 58,760㎥ 852L

第８次拡張事業 H 20年 3月 67,600人 54,200㎥ 802L

水道事業は、昭和36年12月に創設して以降、
過去8回にわたる拡張事業を経て、現在の
給水区域となりました。
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２－１．事業概要
上水道施設

敦賀市全図

水道施設の概要

施設 数量

深井戸 17箇所

浅井戸 6箇所

浄水施設 14箇所

送水施設 1２箇所

配水池 33箇所
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２－１．事業概要

水道事業の現状

事業名 給水人口
一日最大
配水量

水源種別 浄化方法

敦賀市水道事業 61,791人 40,395㎥/日
地下水、表流水、
伏流水、湧水

塩素滅菌、
膜ろ過

水道施設は市全域にわたっており、深井戸等の水源、浄水
場、配水池、送水や増圧するためのポンプ施設、適切な流
量の監視を行うための流量計等の数多くの施設を有してい
ます。
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※令和４年度末現在



水道の仕組み
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２－１．事業概要



２－１．事業概要

浄水施設
本市の水道水の特徴は、水源の大部分を地下水としており、水質が良好な
ため、主に塩素消毒のみの浄水方法をとっています。
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昭和浄水場
供用開始年度 昭和４９年度
経過年数 ５０年
配水能力 30,390㎥/日

中郷浄水場
供用開始年度 平成１８年度
経過年数 １８年
配水能力 19,120㎥/日



配水施設としては、系統ごとに配水池を設けており、終日変動する水需要
に対し過不足無く対応できる状況です。

配水施設

２－１．事業概要
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木崎配水池
供用開始年度 平成３０年度
経過年数 ６年
形式 ＰＣ造
容量 2,400㎥

天筒配水池
供用開始年度 昭和３９年度
経過年数 ６０年
形式 ＲＣ造
容量 1,840㎥



２．水道事業の概要
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２－１. 事業概要
２－２. 経営状況
２－３. 料金の概要



• 水道事業や下水道事業は地方公営企業

• 地方公営企業の財政運営の基本原則は

特別会計の設置 と 独立採算制

地方公営企業法第１７条の２第２項

企業運営に関する経費は「当該地方公営企業の経

営に伴う収入をもって充てなければならない。」

地方公営企業

２－２．経営状況
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地方公営企業会計の概要

２－２．経営状況
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収
益
的
収
支

（
3

条
予
算
）

収益的収入

料金、使用料収入、他会計負担金など 長期前受金戻入

収益的支出

純利益
維持管理（人件費、修繕費、消耗品等々）

企業債利子償還など
減価償却費 資産減耗費

資
本
的
収
支

（
4

条
予
算

）

資本的収入 内部留保資金

企業債借入 国庫補助金
工事
負担金

資本的収支不足額

資本的支出

建設改良費 企業債元金償還金

現金が動かない費用
長期前受金戻入の現金収入は無い
減価償却費、資産減耗費の現金支出は無い

資本的収支の
不足額を補填する

税収に頼らず自己の収入によって経営を行う「独立採算制」

内部留保資金となって・・・



水道事業（収益的収支）

２－２．経営状況
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・事業収益13.9億円のうち、水道料金は10.6億円で76%、一般会計からの繰入金は基準内繰入
（企業債利息、消火栓維持管理等）0.09億円で事業収益の0.6%となっている。
また、補助事業が多いため長期前受金戻入も多額で約2.8億円と20％を占める。
・事業費用11.8億円のうち減価償却費が6.1億円で51％を占める。

収
益
的
収
支

（
3

条
予
算
）

収益的収入

料金、使用料収入、他会計負担金など 長期前受金戻入

収益的支出

純利益
維持管理

企業債利子償還など
減価償却費 資産減耗費

☛

水道料金, 1,060,481,248 , 

76%

一般会計負担金

（消火栓維持管理負担金）, 

3,000,000 , 0%

その他営業収益, 

33,697,027 , 3%

受取利息及び配当金, 

479,616 , 0%

一般会計負担金（企業債利息・

児童手当等）, 5,829,880 , 

0%

長期前受金戻入, 277,540,534 , 

20%

雑収益, 9,598,449 , 1%

固定資産売却益, 

1,324,296 , 0%

収入の内訳
【令和４年度決算ベース】

収益的収入
1,391,951,050

人口減少、節水機器普及により
料金収入は減少していく。

一般会計繰入金の合計
8,829,880 ,0.6%

原水及び浄水費, 190,683,662 , 

16%

配水及び給水費, 94,480,005 , 

8%

業務費, 80,319,180 , 

7%

総係費, 

31,611,099 , 3%減価償却費, 

608,765,378 , 51%

資産減耗費, 

95,266,984 , 8%

企業債利息, 

79,933,939 , 7%

雑支出, 1,323,672 , 0% 特別損失, 1,889,063 , 0%

支出の内訳
【令和４年度決算ベース】

装置産業であるため
減価償却費が大きい

収益的支出
1,184,272,982

収益的収支純利益額
2億767万8,068円

見た目は経営状態が良くても必要な投資（収益的収支では主に修繕）が
先送りされている可能性を考慮する必要がある



水道事業
収益的収支（経済活動に伴って発生する収益と費用）

２－２．経営状況
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経営戦略の検証 単位：千円

項目 H30 R元 R2 R3 R4

収入 営業収益 R元年経営戦略 941,192 935,661 932,696 1,331,979 1,373,288

実績 948,561 916,454 931,609 988,820 1,097,178

営業外収益 R元年経営戦略 296,096 275,411 277,260 273,102 264,975

実績 297,641 288,377 327,294 428,582 293,449

特別収益 R元年経営戦略 0 0 0 0 0

実績 0 0 0 0 1,324

小計 R元年経営戦略 1,237,288 1,211,072 1,209,956 1,605,081 1,638,263

実績 1,246,202 1,204,831 1,258,903 1,417,402 1,391,951

支出 営業費用 R元年経営戦略 1,070,493 1,085,915 1,085,456 1,073,591 1,069,599

実績 1,052,586 1,064,971 1,071,279 1,066,681 1,101,126

営業外費用 R元年経営戦略 123,110 103,768 99,138 94,791 91,238

実績 117,801 109,394 103,635 101,878 81,258

特別損失 R元年経営戦略 2,837 2,837 2,837 2,837 2,837

実績 2,392 2,017 1,876 1,942 1,889

小計 R元年経営戦略 1,196,440 1,192,520 1,187,431 1,171,219 1,163,674

実績 1,172,779 1,176,382 1,176,790 1,170,501 1,184,273

R元年経営戦略 40,848 18,552 22,525 433,862 474,589

実績 73,423 28,449 82,113 246,901 207,678

収
益
的
収
支

収支



水道事業
営業収益等の推移

２－２．経営状況
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R3.10料金改定は、新型コ
ロナ感染症の流行を考慮
して、予定していた料金の
時期と値上げ率を軽減しま
した。
その結果、R3年度以降の
営業収益が経営戦略で見
込んだ金額よりも少なく
なっています。



水道事業（資本的収支）

２－２．経営状況

・資本的収入3.4億円のうち、企業債借入が2.7億円で79％、負担金区分に基づく負担金が0.4億円で
11％。

・資本的支出9.3億円のうち、建設改良費が5.2億円で56％を占める。
・資本的収支不足額は5.9億円で、過年度分留保資金から3.7億円、建設改良積立金から1.4億円、当年度
分留保資金0.5億円などで補てんしている。
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資
本
的
収
支

（
4

条
予
算
）

資本的収入 資本的収支不足額

企業債借入
国庫補
助金

工事
負担金

内部留保資金

資本的支出

建設改良費 企業債元金償還金

☛

企業債, 267,800,000 , 79%

負担金区分に基づく負担金, 

37,910,937 , 11%

工事負担金, 

32,737,600 , 10%

固定資産売却代金, 

10,095, 0%

収入の内訳
【令和4年度決算ベース】

資本的収入
338,458,632

設備類更新、管路更新
の開始によって、企業債
借入増加が見込まれる。

支出の内訳
【令和4年度決算ベース】

建設改良費, 523,435,803 , 

56%

企業債償還金, 409,203,431 , 

44%

企業債残高は
55億1千万円

資本的支出
932,639,234

設備類更新、近い将来の
管路更新の開始によって
建設改良費は大幅に増加
する。

資本的収支不足額補てんの内訳
【令和4年度決算ベース】

建設改良積立金, 

140,000,000 , 24%

過年度分損益勘定留保資金, 

371,651,000 , 62%

過年度分消費税調整額, 

30,465,000 , 5%

当年度分損益勘定留保資金, 

52,064,602 , 9%

資本的収支不足額
594,180,602円

見た目は補てん出来ていても必要な投資（資本的収支では主に建設改良）が
先送りされている可能性を考慮する必要がある



水道事業
資本的収支（施設を整備するための収入と支出）および企業債残高

２－２．経営状況
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経営戦略の検証 単位：千円

項目 H30 R元 R2 R3 R4

収入 企業債 R元年経営戦略 467,200 250,000 250,000 250,000 250,000

実績 467,200 228,200 258,500 232,200 267,800

一般会計繰入金 R元年経営戦略 25,193 25,193 25,193 25,193 25,193

実績 28,192 26,028 34,265 36,054 37,911

工事負担金等 R元年経営戦略 24,900 24,900 24,900 24,900 24,900

実績 35,871 71,759 256,478 187,493 32,748

小計 R元年経営戦略 517,293 300,093 300,093 300,093 300,093

実績 531,263 325,987 549,243 455,747 338,459

支出 建設改良費 R元年経営戦略 685,324 350,000 350,000 810,000 810,000

実績 639,170 378,432 594,071 531,628 477,895

企業債償還金 R元年経営戦略 394,637 401,891 420,522 414,411 409,547

実績 394,635 401,891 420,522 414,411 409,203

小計 R元年経営戦略 1,079,961 751,891 770,522 1,224,411 1,219,547

実績 1,033,805 780,323 1,014,593 946,039 887,098

R元年経営戦略 -562,668 -451,798 -470,429 -924,318 -919,454

実績 -502,542 -454,336 -465,350 -490,292 -548,639

企業債残高 R元年経営戦略 6,171,666 6,019,775 5,849,253 5,684,843 5,525,295

実績 6,171,668 5,997,977 5,835,954 5,653,744 5,512,341

資
本
的
収
支

収支



２．水道事業の概要
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２－１. 事業概要
２－２. 経営状況
２－３. 料金の概要



２－３．料金の概要

水道料金の基本原則

地方公営企業法 第２１条第２項 より

水道法 第１４条第２項 より

料金は、次を満たすものでなければならない。
・公正妥当なもの
・能率的な経営の下における適正な原価を基礎とし、地方公営企
業の健全な運営を確保することができるもの

供給規程は、次に適合するものでなければならない。
・料金が、能率的な経営の下における適正な原価に照らし公正妥
当なものであること。
・料金が、定率又は定額をもって明確に定められていること。
・特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。

28



２－３．料金の概要
水道料金体系のイメージ図
基本料金

使用の有無に関わらず

徴収する料金

（口径ごとに設定）

従量料金

使用水量に応じて徴収

する料金

（使用水量が増加するほど

単価が高くなる）

水道料金 ＝ 基本料金 ＋ 従量料金

料金

水量

※１か月あたり、税込

1～10㎥
4.4円

31～100㎥
125.4円

101㎥以上
138.6円

11～30㎥
112.2円

従量料金

基本料金

29



過去の料金改定

令和3年10月料金改定

現行の料金体系 （１ヶ月につき、税込）
口径 基本料金（１０㎥まで）

１３㎜ 1,056円

２０㎜ 1,254円 １㎥ から １０㎥ まで 4.4円

３０㎜ 1,584円

４０㎜ 1,848円 １１㎥ から ３０㎥ まで 112.2円

５０㎜ 3,036円

７５㎜ 4,620円 ３１㎥ から １００㎥ まで 125.4円

１００㎜ 5,940円

共用 1,056円 １０１㎥ 以上 138.6円

従量料金（１㎥につき）

１戸又は１世帯につき

２－３．料金の概要

30
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２－３．料金の概要
県内９市の比較

※ 各市ホームページより算出
※ 家庭用 １３㎜ ２０㎥/月 税込価格

（令和6年4月現在）

2,222 2,255
2,442

2,585 2,662
2,860

3,124
3,245

3,465
敦賀市除く８市平均 2,829円

円



２－３．料金の概要

類似団体の比較

※ 各市ホームページより算出
※ 家庭用 １３㎜ ２０㎥/月 税込価格
※ 類似団体選定基準 ： 令和4年度総務省「経営比較分析表」類似団体区分

（末端給水事業、現在給水人口規模５～１０万人、
有収水量密度区分が全国平均以上）

全国類似団体（23団体）平均 2,508円

32

（令和6年4月現在）



３．下水道事業の概要
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３－１. 事業概要
３－２. 経営状況
３－３. 使用料の概要



３－１．事業概要
下水道事業の沿革

（漁）：漁業集落排水事業 （農）：農業集落排水事業 （雨水）：雨水処理

34

S 49年 10月 公共下水道事業着手
S 58年 3月 （雨水）松島ポンプ場供用開始
S 58年 7月 公共下水道天筒浄化センター供用開始（第１期事業認可区域）
S 61年 3月 第２期事業認可区域拡張
H 元年 12月 第３期事業認可区域拡張
H 6年 4月 （漁）白木供用開始
H 8年 4月 （漁）浦底供用開始
H 8年 6月 （農）長谷供用開始
H 9年 7月 第４期事業認可区域拡張
H 12年 10月 （農）山供用開始
H 14年 9月 第５期事業認可区域拡張
H 16年 4月 （農）疋田、東浦南部供用開始
H 17年 4月 （農）樫曲供用開始
H 18年 4月 （漁）立石供用開始
H 22年 10月 （農）東浦北部供用開始
H 27年 2月 第６期事業認可区域拡張
R 元年 4月 会計方式を企業会計方式に変更
R  2年 2月 第７期事業認可区域拡張
R  4年 4月 （農）長谷を公共下水道へ変更



３－１．事業概要
下水道事業の概要

図面番号 整備種別 処理区名
供用開始
年度

① 公共下水道 中部 S58

② 農業集落排水 長谷※ H8

③ 〃 山 H12

④ 〃 疋田 H16

⑤ 〃 東浦南部 H16

⑥ 〃 樫曲 H17

⑦ 〃 東浦北部 H22

⑧ 漁業集落排水 白木 H6

⑨ 〃 浦底 H8

⑩ 〃 立石 H18

35

※長谷地区：R4年度～公共下水道に統合済み



３－１．事業概要

下水道事業の現状

種 別

全体計画 令和4年度末整備状況

計画面積
（ha）

人口普及率
（％）

整備面積
（ha）

整備率
（％）

処理人口
（人）

人口普及率
（％）

公共下水道 2,430.0 94.1 1,320.1 81.6 55,662 88.3

農業集落排水施設 110.0 2.7 110.0 100.0 1,780 2.8

漁業集落排水施設 4.0 0.3 4.0 100.0 162 0.3

合併処理浄化槽
（個人設置型）

－ 2.9 － － 2,398 3.8

合 計 100.0 60,002 95.1

※令和4年度末行政人口 63,068人

36



３－１．事業概要

下水道の仕組み

37

汚水を浄化して放流し水環境を守る（汚水処理）

雨水を集めて放流し浸水から街を守る（雨水処理）



３－１．事業概要

下水道施設

天筒浄化センター
供用開始年度 昭和５８年度
経過年数 ４１年
計画汚水処理能力 39,250㎥/日
現在の汚水処理能力 37,575㎥/日

松島ポンプ場
供用開始年度 昭和５８年度
経過年数 ４１年
雨水排水面積 254.6ha
計画雨水排水能力 1,124㎥/分
現在の雨水排水能力 992㎥/分

38



３－１．事業概要

集落施設

農業集落排水 山処理場
供用開始年度 平成１０年度
経過年数 ２６年

漁業集落排水 白木処理場
供用開始年度 平成６年度
経過年数 ３０年

39



３．下水道事業の概要

40

３－１. 事業概要
３－２. 経営状況
３－３. 使用料の概要



下水道事業（収益的収支）

３－２．経営状況

41

収
益
的
収
支

（
3

条
予
算
）

収益的収入

料金、使用料収入、他会計負担金など 長期前受金戻入

収益的支出

純利益
維持管理

企業債利子償還など
減価償却費 資産減耗費

☛
・事業収益24.1億円のうち、下水道使用料は10.7億円で44%、一般会計からの繰入金は基準内繰入
（雨水、汚水処理、企業債償還）で7.3億円と事業収益の30％を占める。
また、補助事業が多いため長期前受金戻入も多額で約6億円と25％を占める。
・事業費用21.9億円のうち減価償却費が13.9億円で64％を占める＝装置産業。管渠が耐用年数に達していないこと、
設備は耐用年数を超えても更新できていないことにより、資産減耗費が極端に少ない。

営業収益 下水道使用料, 

1,065,942,513 , 44%

営業収益 一般会計負担金

（雨水処理負担金）, 

231,696,667 , 10%

営業収益 その他営業収益, 

403,500 , 0%

営業外収益 受取利息及び配

当金, 128,761 , 0%

営業外収益 一般会計負担

金（分流式下水道等に要す

る資本費・高度処理に要する

資本費等）, 

412,601,036 , 17%

営業外収益 長期前受金戻入, 

605,856,153 , 25%

営業外収益 一般会計負担金資本費繰入収益

（企業債（特別措置分）の元金償還額）, 

82,853,025 , 3%

営業外収益 雑収益, 

14,747,517 , 1%

収入の内訳
【令和4年度決算ベース】

収益的収入
2,414,229,172

人口減少、節水機器普及によ
り使用料収入は減少していく。

一般会計繰入金の合計
727,150,728 ,30%

管渠費, 36,206,524 , 2%

ポンプ場費, 31,552,040 , 1%

処理場費, 

421,432,933 , 19%

業務費, 

33,300,898 , 2%

総係費, 

45,270,901 , 2%

減価償却費, 

1,394,968,820 , 64%

資産減耗費, 

7,383,296 , 0%

企業債利息, 205,712,403 , 9%

雑支出, 10,033,140 , 1%

特別損失, 3,510,976 , 0%

支出の内訳
【令和4年度決算ベース】

装置産業であるため
減価償却費が大きい

資産減耗費が極端
に小さい 収益的支出

2,189,371,931

収益的収支純利益額
2億2,485万7,241円

見た目は経営状態が良くても必要な投資（収益的収支では主に修繕）が
先送りされている可能性を考慮する必要がある



下水道事業
収益的収支（経済活動に伴って発生する収益と費用）

３－２．経営状況

42

経営戦略の検証 単位：千円

項目 H30 R元 R2 R3 R4

収入 営業収益 H30年経営戦略 1,219,379 1,217,840 1,221,790 1,225,740 1,229,689

実績 1,140,215 1,121,504 1,135,460 1,177,645 1,298,043

営業外収益 H30年経営戦略 1,284,387 1,292,887 1,223,484 1,201,629 1,196,943

実績 1,310,259 1,297,943 1,227,820 1,298,798 1,116,186

小計 H30年経営戦略 2,503,766 2,510,727 2,445,274 2,427,369 2,426,632

実績 2,450,474 2,419,447 2,363,280 2,476,443 2,414,229

支出 営業費用 H30年経営戦略 2,129,228 2,137,894 2,004,737 1,964,980 1,957,066

実績 2,099,548 2,113,606 1,963,806 1,960,025 1,970,115

営業外費用 H30年経営戦略 360,248 306,171 275,455 249,692 226,239

実績 330,024 290,436 265,516 250,606 215,746

特別損失 H30年経営戦略 13,790 4,645 4,645 4,645 4,645

実績 20,355 2,081 2,593 3,755 3,511

予備費 H30年経営戦略 500 500 500 500 500

実績 0 0 0 0 0

小計 H30年経営戦略 2,503,766 2,449,210 2,285,337 2,219,817 2,188,450

実績 2,449,927 2,406,123 2,231,915 2,214,386 2,189,372

H30年経営戦略 0 61,517 159,937 207,552 238,182

実績 547 13,324 131,365 262,057 224,857

収
益
的
収
支

収支



下水道事業
営業収益等の推移

３－２．経営状況

43

R3.10料金改定により、営業収
益が増加しています。



下水道事業（資本的収支）

３－２．経営状況
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☛ 資
本
的
収
支

（
4

条
予
算
）

資本的収入 資本的収支不足額

企業債借入
国庫補
助金

工事
負担金

内部留保資金

資本的支出

建設改良費 企業債元金償還金

企業債, 

604,600,000 , 64%

受益者負担金, 

33,143,430 , 3%

国庫補助金, 

254,870,000 , 27%

工事負担金, 

43,170,600 , 5%

貸付金償還金,

6,000,000, 1%

収入の内訳
【令和4年度決算ベース】

資本的収入
941,784,030

設備類更新、管渠更新の
開始によって、企業債借入
増加が見込まれる。

支出の内訳
【令和4年度決算ベース】

建設改良費, 704,222,707 , 

36%

企業債償還金, 

1,250,824,927 , 64%

貸付金, 

6,000,000 , 0%

返還金, 2,721,400 , 0%

企業債残高は
140億円

資本的支出
1,963,769,034

企業債償還が大きい。
下水道事業は初期投資が
莫大であり企業債借入も大きく
償還も大きくなる。

設備類更新開始、近
い将来の管渠更新の
開始によって建設改良
費は大幅に増加する。

資本的収支不足額補てんの内訳
【令和4年度決算ベース】

減債積立金, 

130,000,000 , 13%

過年度分損益勘定留保資

金, 108,158,000 , 10%

過年度分消費税調整額, 

35,520,000 , 3%当年度分損益勘定留保資金, 

713,047,004 , 68%

利益剰余金処分額（予定処分）, 

60,000,000 , 6%

資本的収支不足額
1,046,725,004

(繰越財源24,740,000除く)

見た目は補てんできていても必要な投資（資本的収支では主に建設改良）が
先送りされている可能性を考慮する必要がある

当年度分の留保資金から7.1億円使用
・・・自転車操業状態

・資本的収入9.4億円のうち、企業債借入が6.05億円で64％、国庫補助が2.5億円で27％。
・資本的支出19.6億円のうち、企業債償還金が12.5億円で64％を占める。
・資本的収支不足額は10.5億円で、当年度留保資金から7.1億円、当年度利益0.6億円を予定処分、
減債積立金から1.3億円、過年度分留保資金から1.1億円などで補てんしている。



下水道事業
資本的収支（施設を整備するための収入と支出）および企業債残高

３－２．経営状況

45

経営戦略の検証 単位：千円

項目 H30 R元 R2 R3 R4

収入 企業債 H30年経営戦略 745,300 862,800 796,150 701,300 906,300

実績 720,900 792,500 694,400 654,000 604,600

国庫補助金 H30年経営戦略 292,000 416,500 349,850 255,000 460,000

実績 273,140 403,145 426,580 308,800 254,870

出資金・借入金 H30年経営戦略 310,000 0 0 0 0

実績 310,000 340,000 300,000 0 0

工事負担金等 H30年経営戦略 23,371 23,371 23,371 23,371 23,371

実績 39,375 43,514 54,248 74,826 78,988

小計 H30年経営戦略 1,370,671 1,302,671 1,169,371 979,671 1,389,671

実績 1,343,415 1,579,159 1,475,228 1,037,626 938,458

支出 建設改良費 H30年経営戦略 735,827 970,235 838,037 650,285 1,058,203

実績 612,032 897,868 913,975 745,402 644,880

企業債償還金 H30年経営戦略 1,504,991 1,505,689 1,332,344 1,405,375 1,341,069

実績 1,532,441 1,482,437 1,291,882 1,367,276 1,250,825

その他 H30年経営戦略 0 0 0 0 0

実績 0 6,000 6,000 6,000 8,721

小計 H30年経営戦略 2,240,818 2,475,924 2,170,381 2,055,660 2,399,272

実績 2,144,473 2,386,305 2,211,857 2,118,678 1,904,426

H30年経営戦略 -870,147 -1,173,253 -1,001,010 -1,075,989 -1,009,601

実績 -801,058 -807,146 -736,629 -1,081,052 -965,968

企業債残高 H30年経営戦略 16,737,062 16,094,173 15,557,979 14,853,904 14,419,135

実績 16,645,512 15,955,575 15,358,093 14,644,816 13,998,591

資
本
的
収
支

収支



３．下水道事業の概要
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３－１. 事業概要
３－２. 経営状況
３－３. 使用料の概要



３－３．使用料の概要
下水道使用料の基本原則

地方公営企業法 第２１条第２項 より

下水道法 第２０条第２項 より

料金は、次を満たすものでなければならない。
・公正妥当なもの
・能率的な経営の下における適正な原価を基礎とし、地方公営企
業の健全な運営を確保することができるもの

使用料は、次の原則によって定めなければならない。
・下水の量及び水質その他使用者の使用の態様に応じて妥当な
ものであること。
・能率的な管理の下における適正な原価をこえないものであること。
・定率又は定額をもって明確に定められていること。
・特定の使用者に対し不当な差別的取扱をするものでないこと。

47



３－３．使用料の概要
下水道使用料体系のイメージ図

基本使用料

使用の有無に関わらず

徴収する使用料

（口径ごとに設定）

従量使用料

使用水量に応じて徴収

する使用料

（使用水量が増加するほど

単価が高くなる）

下水道使用料 ＝ 基本使用料 ＋ 従量使用料

101㎥以上
＠269.5円

21～30㎥
＠165.0円

従量使用料

1～10㎥
＠6.6円

11～20㎥
＠138.6円

基本使用料

31～40㎥
＠191.4円

41～50㎥
＠217.8円

51～100㎥
＠246.4円

水量

料金 ※一般汚水、1か月あたり（税込）
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過去の使用料改定

令和3年10月料金改定

現行の使用料体系 （１ヶ月につき、税込）

３－３．使用料の概要

種別 基本料金

１㎥ から １０㎥ まで 6.6円

１１㎥ から ２０㎥ まで 138.6円

２１㎥ から ３０㎥ まで 165.0円

３１㎥ から ４０㎥ まで 191.4円

４１㎥ から ５０㎥ まで 217.8円

５１㎥ から １００㎥ まで 246.4円

１０１㎥ 以上 269.5円

１㎥ から １０㎥ まで 6.6円

１１㎥ から ２０㎥ まで 138.6円

２１㎥ から ３０㎥ まで 165.0円

３１㎥ 以上 51.7円

超過料金（１㎥につき）

下
水
道

漁
業
集
落
排
水

農
業
集
落
排
水

下
水
道

浴場汚水 1,254円

一般汚水 1,254円
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３－３．使用料の概要
県内９市の比較

※ 各市ホームページより算出
※ 一般汚水 ２０㎥/月 税込価格
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1,254 1,155 1,210 1,331 1,353 1,540 1,540 
1,166 

1,485 

1,452 1,463 1,463 1,452 1,430 
1,485 1,650 

2,090 

2,387 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

敦賀市 福井市 越前市 坂井市 勝山市 あわら市 大野市 鯖江市 小浜市

（令和６年４月現在）

円

2,706
2,783

2,618
2,783

3,190
3,025

3,872

3,256

2,673



３－３．使用料の概要
類似団体の比較

※ 各市ホームページより算出
※ 家庭用 ２０㎥/月 税込価格
※ 類似団体選定基準 ： 令和4年度総務省「経営比較分析表」類似団体区分

（処理区域内人口３万人以上、処理区域内人口密度５０人/ｈａ未満、供用開始後年数３０年以上）

51

2,706 

1,947 

2,442 2,475 

2,750 2,860 

3,130 

3,377 

3,980 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

敦賀市 富士宮市 北広島市 鳥栖市 真岡市 高山市 日田市 米沢市 塩尻市

（令和６年４月現在）

円

全国類似団体（8団体）平均 2,870円
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３－３．使用料の概要
県内９市の比較（水道料金＋下水道使用料）

（令和６年４月現在）

※ 各市ホームページより算出
※ 家庭用 13mm ２０㎥/月 税込価格

円

4,928 4,873

5,368 5,445

5,797
6,116 6,270 6,314

6,655



４．今後の課題等
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• 投資の平準化

• 施設のダウンサイジング

• 施設の統廃合

• 省エネルギー機器導入

• 包括的民間委託の活用

• 水洗化率（接続率）の向上

• 収納率の向上

敦賀市が、これまで行ってきた経営健全化の
取り組み
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４．今後の課題等



水道事業・下水道事業の今後の課題

経営資金
の不足

人口減による
既整備区域
の収入減少

老朽化施設
の更新

施設の防災・
減災対策

（耐震化等）

企業債の

償還

物価の上昇
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４．今後の課題等



今後２５年間の人口予測
敦賀市では、「日本の地域別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所：令和5年12月公表）
を基に、今後２５年間の人口推計を行っています。
さらに、この人口推計をもとに今後１５年間の給水人口及び処理区域内人口（令和５年度以降）を
予測しています。

人口減少に伴う収入減少
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４．今後の課題等



人口減少に伴う収入減少
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４．今後の課題等

令和６年７月２５日 福井新聞より

福井県の総人口（Ｒ6.1.1時点）
75万2,390人
（前年度比7,387人（0.97％）減）

〇敦賀市 720人減



４．今後の課題等
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・基幹管路の耐震適合率目標値 37.9％～57.7％（令和10年度）

・基幹管路耐震適合率 24.6％（令和４年度）

老朽化施設の更新及び耐震化への対応

％



老朽化施設の更新及び耐震化への対応
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４．今後の課題等

億円 億円



企業債残高
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今後、大幅な増加が見込まれる更新需要においては、将来世代の負担を考慮し、企業債の
残高と償還金、そして企業債以外の財源についてバランスを熟慮する必要があります。

約55億円
（水道）

約140億円
（下水道）

４．今後の課題等
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物価の上昇

４．今後の課題等

122.0
（下水道）

126.7
（水道）

100.0

近年の物価上昇による、更新・維持管理費用の増大を考慮する必要があります。

H27年度からR5年度
までに20％以上上昇



敦賀市上下水道事業
経営検討委員会

【第１回】

本日の説明は以上です。
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